
（別紙様式４）
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（電話）

〒
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（電話）

昼夜
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152 人の内数 人 0 % 0 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 6

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）
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（Ｂ：単位数による算定）
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東京ＩＴプログラミング＆
会計専門学校仙台校

平成9年12月22日 中川　知之
980-0021
宮城県仙台市青葉区中央1-1-6
022-713-8751

令和7年7月31日

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人立志舎 平成10年10月30日 塚原　一功
130-8565
東京都墨田区錦糸1-2-1
03-3624-5441

工業 工業専門課程
ＩTビジネス学科

（情報システムコース）
平成17年文部科学省

告示第32号
― 平成26年3月31日

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

学科の目的
学校教育法に定める専修学校制度の趣旨に則り、ソフトウェア開発の基礎技術やプログラミング・AIに関する正しい知識と的確な技能を授け、もって職業や実際生活に必要な
能力を養成し教養を向上させることを目的とする。

学科の特徴（主な教
育内容、取得可能な

資格　等）
取得可能な資格：基本情報技術者試験、応用情報技術者試験、情報処理安全確保支援士試験、データベーススペシャリスト試験、C言語プログラミング能力認定試験

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

2 昼間 ※単位時間、単位いずれか
に記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A) 中退率

61人 0

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 36
■就職希望者数 (D)　　　　　： 35
■就職者数 (E)　　　　　　　　： 35
■地元就職者数 (F)

■進学者数 0
■その他

・就職希望せず ： 1人

年度卒業者に関する令和7年5月1日時点の情報）

■主な就職先、業界等

13
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

37

97

（令和6年度卒業生）

アイリスオーヤマ㈱、㈱日本総研情報サービス、㈱NSD、㈱ソルクシーズ、デジタル・インフォメーション・テクノロジー㈱、NSW㈱、㈱SHINKO、㈱SRA東北、SOLIZE㈱　など

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体： - -
評価結果を掲載した

ホームページＵＲＬ -

当該学科の
ホームページ

URL
URL : https://www.sendai-itkaikei.ac.jp/course/it/jyoho_sys/

企業等と連携した実
習等の実施状況（Ａ、
Ｂいずれかに記入）

総授業時数 3,020

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 0

うち企業等と連携した演習の授業時数 580

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 40

総単位数 -

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数 -

うち必修授業時数 80

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 0

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 80

うち企業等と連携した演習の単位数 -

うち必修単位数 -

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数 -

0

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

うち企業等と連携した必修の演習の単位数 -

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数） -

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

 計 3

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有す
る者を想定）の数

0

教員の属性（専任教
員について記入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等においてその担当
する教育等に従事した者であって、当該専門課程の修業年限と当
該業務に従事した期間とを通算して六年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 2

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号）

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 1



種別

①

③

（年間の開催数及び開催時期）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を
行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

　企業・業界団体等との連携により、必要となる最新の知識・技術・技能を反映するため、企業・業界団体等からの意見を十分に活かし、
カリキュラムの改善等の教育課程の編成を定期的に行う。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

１．教育課程編成委員会を「ＩＴ」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野ごとに設置する。教育課程編成委員会は業界関係者、
有識者および学園職員で構成する。
２．カリキュラム作成委員会は「ＩＴ」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野ごとに設置する。カリキュラム作成委員会は関連す
る学校・関連する学科ごとの責任者全員で構成する。
３．カリキュラム作成委員会において教育課程を作成する。
４．カリキュラム作成委員会において作成した教育課程を教育課程編成委員会全体会および各学校・各学科ごとの分科会において検討
を行う。
５．教育課程編成委員会は、カリキュラム改善への意見をカリキュラム作成委員会に提言する。
６．カリキュラム作成委員会は、その意見を組織としてカリキュラムの改善を検討吟味し決定する。
７．カリキュラム作成委員会は、教育課程編成委員会の提言を十分に活かしカリキュラム改善等の教育課程の作成を定期的に行う。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

大和田　寛之　氏
株式会社ナナイロ
データソリューション事業部　事業部長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

中川　知之
学校法人立志舎
東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校仙台校
校長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

令和6年12月16日現在

名　前 所　　　属 任期

髙谷　将宏　氏
宮城県情報サービス産業協会
理事・人財委員会副委員長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

柏葉　保宏
学校法人立志舎
東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校仙台校
教務部課長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

渋谷　恭兵
学校法人立志舎
東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校仙台校
教務部課長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

１、企業の求める人材像がコミュニケーション能力であるという意見が出されたことから、グループワークを組入れることができる科目を
検討した結果、1年次の企業連携講座において、グループワークを通じてシステム開発全体の理解やアルゴリズム、データベースなどの
知識を学習することで、知識の定着やコミュニケーションスキルの向上を図ることができた。

２、資格の勉強も大事だが、モノづくりの楽しさを学べる経験が必要であるため、2年次の企業連携講座において、Java言語によるシステ
ム開発演習を卒業研究として選択できるようにした。グループ内でのコミュニケーションの重要性、スケジュール調整、納期意識など共同
作業でのモノづくりの楽しさを体験できた。

３、Javaによるシステム開発において、Junitを使用したテストを実施した。実践的なテスト技法を体験させることで、テストの大切さを実感
させることができた。また、カバレッジが100％でもバグが存在することも確認することができ、テストケースの重要性に気付くこともでき
た。

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回（開催時期：8月、12月）

（開催日時（実績））
第23回　仙台委員会　令和6年8月22日　10：00～11：30
第24回　仙台委員会　令和6年12月16日　10：00～11：30



２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

就職ゼミナールⅠ
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　卒業後の進路選択を行う段階とし
て、進むべき業界及び職種の研究を
行う。また、面接試験演習やグループ
ディスカッションを通して、どのように発
言すれば趣旨を伝えることが出来るの
かなどの伝達方法や表現方法につい
て学習する。

株式会社インフォテック・サーブ

システム開発Ⅰ
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　企業と連携をしながら、システム開発
全体の理解や、アルゴリズム、データ
ベースなど知識を修得する。また、グ
ループ学習を通じて、コミュニケーショ
ン能力を向上させる。

株式会社インフォテック・サーブ

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
　ＩＴ関連産業の中にあって、特定の分野に偏ることなく、最新の業界全体の動向を把握し得る業界団体または企業を選定し連携した授
業を行う。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

職業教育を通じ自立した職業人を育成し社会や職業へ円滑に移行させること。
１．専攻分野に係る職業先の研究を行い、業界や職種の知見を広め学生の職業観を育む。
２．システム開発工程を実体験することで、ＩＴ業界の仕事のイメージを具体化して実践力を身に付ける。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 企業連携の方法 科　目　概　要 連　携　企　業　等

卒業システム開発
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　本学園での学習の集大成として、グ
ループワークによるシステム構築実習
を行う。企業と連携してユーザ（指導
者）から要求を聞き出し、設計書や障
害報告書などのドキュメント作成から、
開発、テストまでを行い、ユーザに対し
てプレゼンテーションを行う。

株式会社インフォテック・サーブ

システム開発Ⅱ
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　企業と連携し、ＩＴ業界に関する豊富
な経験と最新の知見を有する実務教
員の講義を受講する。システム開発の
上流工程を体験するために、ビジネス
モデルの提案と見積を実施する。ＩＴ業
界に就職するにあたり必要となるスキ
ル・準備について確認する。

株式会社ナナイロ

システム開発演習Ⅰ
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　企業と連携しながら、システムを開発
するための基本的なドキュメント、ソー
スコードの作成方法について必要とな
る知識を習得する。

株式会社インフォテック・サーブ



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：
期間：

内容

研修名：
期間：

内容

研修名：
期間：

内容

研修名：

期間：

内容

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

令和6年4月10日（水） 対象： ITビジネス学科教員

①　生成AIとは
②  ChatGPTとは

SASE「超」入門とクラウドセキュリティ 連携企業等： マジセミ株式会社

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

「学校法人立志舎　教員研修規定」において、以下のように定める。
１　研修は、教員に必要な専攻分野における実務に関する知識、技術および技能並びに、指導力の修得・向上を目的として行う。
２　研修は教員に対して行い、個々の業務経験や能力、担当する授業科目や授業以外の担当業務等に応じて実施しなければならない。
３　学園は、教員の研修計画を策定・実施し、教員に研修を受講する機会を与えなければならない。
４　学園が必要と認められる場合は、他の企業等の関係機関と連携し研修を行うことができる。
５　教員は、学園が定めた教員研修計画に従い、研修目的を達成するため研修を受講しなければならない。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

ChatGPT超入門ウェビナー 連携企業等： 株式会社キカガク

令和6年8月2日（金） 対象： ITビジネス学科教員

①　AI活用でビジネスはどう変わるのか
②  Microsoft 生成AIは何を選択すればいい？

ニューノーマル時代に求められるネットワーク＆セキュリティ対策とは? 連携企業等： ソニービズネットワークス株式会社

令和6年4月26日（金） 対象： ITビジネス学科教員

①　SASE「超」入門
②　SASE以外のポイント

『Microsoft 365とAzureの活用事例から学ぶ、これからのクラウド活用』 連携企業等： 日本マイクロソフト株式会社

令和6年8月27日（火） 対象： ITビジネス学科教員

①　サイバー空間をめぐる脅威の情勢
②　サイバー警察組織における取組

ランサムがありあまる2024 連携企業等： SBテクノロジー株式会社

令和6年8月19日（月） 対象： ITビジネス学科教員

①　ニューノーマルな働き方とは？
②  ニューノーマルを成功させる4のポイント

デジタル社会におけるサイバー空間の安全確保 連携企業等： 警察庁

令和6年12月6日（金） 対象： ITビジネス学科教員

①　機械学習の説明性
②  地域創生プロジェクト説明

ChatGPT徹底解説WEBセミナー 連携企業等： 株式会社エキスパート

令和6年8月28日（火） 対象： ITビジネス学科教員

①　ランサムについて
②　どのように対策していくのか

CDLE宮城 2024秋季勉強会 + 交流会 連携企業等： CDLE宮城

令和7年3月12日（水） 対象： ITビジネス学科教員

①　NICTERによる観測
②  ランサムウェアについて

DeepSeek騒動が示した未来：低コストな生成AI研究のインパクトとセキュリティ課題 連携企業等： 国立情報学研究所

令和6年12月7日（土） 対象： ITビジネス学科教員

①　生成AI（ChatGPT）とは？
②  プロンプト8+1の公式

実観測に基づく最近のサイバー攻撃の紹介、及び今後のサイバーセキュリティ研究の展望について 連携企業等： 情報通信研究機構（NICT）

令和7年3月12日（水） 対象： ITビジネス学科教員

①　DeepSeek騒動を振り返る
②　言語生成AIのセキュリティリスク



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

令和6年12月20日（金） 対象： 全学科の職員

セクハラ・パワハラとは、事例を学びハラスメントの防ぎ方についての講演

発達障害研修 連携企業等： アビリティーズジャスコ㈱　 就労移行支援事業部　仙台センター　安住　美由紀　様

②指導力の修得・向上のための研修等

職場における人権擁護について 連携企業等： 仙台法務局　人権擁護部　人権擁護専門官　大藤　健治　様

教員研修（専門知識向上研修） 連携企業等： ＩＴ関連企業

令和7年8月予定 対象： ITビジネス学科教員

令和6年12月20日（金） 対象： 全学科の職員

発達障害について当事者の視点で理解し、当事者とのかかわり方を学ぶための講演

（３）研修等の計画

①専攻分野における実務に関する研修等

ＩＴ関連企業が開催する研修やセミナーに参加し、ＩＴの専門知識・技術について実社会で利用している実践的な知識を
修得する。修得した最新の知識を情報処理教育に活かすことを目的として定期的に研修・研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等

職場における人権擁護について 連携企業等： 仙台法務局　人権擁護部

令和7年12月予定 対象： 全学科の教員

発達障害について：発達障害者の特性、当事者との関わり方、事例検討等

いわゆるセクハラ、パワハラ防止等、人権問題の正しい知識を学ぶための講演

発達障害について 連携企業等： アビリティーズジャスコ㈱　就労移行支援事業部　仙台センター

令和7年12月予定 対象： 全学科の教員



４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、評価を
行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校運営に関し、自己点検・自己評価委員会でまとめた評価および改善計画が適切であるかを検証するため学校関係者評価を原則と
して年1回実施し、その結果を公表する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（４）学修成果
・就職率の向上が図られているか
・資格・免許取得率の向上が図られているか
・卒業生の社会的評価を把握しているか

（５）学生支援

・就職等進路に関する支援組織体制を整備しているか
・退学率の低減が図られているか
・学生相談に関する体制を整備しているか
・留学生に対する相談体制を整備しているか
・学生の経済的側面に対する支援体制を整備しているか
・学生の健康管理を行う体制を整備しているか
・学生寮の設置など生活環境支援体制を整備しているか
・課外活動に対する支援体制を整備しているか
・保護者との連携体制を構築しているか
・卒業生への支援体制を整備しているか
・産学連携による卒業後の再教育プログラムの開発・実施に取組んでいるか
・社会人のニーズを踏まえた教育環境を整備しているか

（６）教育環境

・教育上の必要性に十分対応した施設・設備・教育用具等を整備しているか
・学外実習、インターンシップ、海外研修等の実施体制を整備しているか
・防災に対する組織体制を整備し、適切に運用しているか
・学内における安全管理体制を整備し、適切に運用しているか

（１）教育理念・目標

・理念・目的・育成人材像は、定められているか
・育成人材像は専門分野に関連する業界等の人材ニーズに適合しているか
・理念等の達成に向け特色ある教育活動に取組んでいるか
・社会のニーズ等を踏まえた将来構想を抱いているか

（２）学校運営

・理念に沿った運営方針を定めているか
・理念等を達成するための事業計画を定めているか
・設置法人は組織運営を適切に行っているか
・学校運営のための組織を整備しているか
・人事・給与に関する制度を整備しているか
・意思決定システムを整備しているか
・情報システム化に取組み、業務の効率化を図っているか

（３）教育活動

・理念等に沿った教育課程の編成方針、実施方針を定めているか
・学科毎の修業年限に応じた教育到達レベルを明確にしているか
・教育目的・目標に沿った教育課程を編成しているか
・教育課程について、外部の意見を反映しているか
・キャリア教育を実施しているか
・授業評価を実施しているか
・成績評価・修了認定基準を明確化し、適切に運用しているか
・作品及び技術等の発表における成果を把握しているか
・目標とする資格・免許は、教育課程上で、明確に位置づけているか
・資格・免許取得の指導体制はあるか
・資格・要件を備えた教員を確保しているか
・教員の資質向上への取組みを行っているか
・教員の組織体制を整備しているか

（７）学生の受入れ募集

・高等学校等接続する教育機関に対する情報提供に取組んでいるか
・学生募集活動を適切かつ効果的に行っているか
・入学選考基準を明確化し、適切に運用しているか
・入学選考に関する実績を把握し、授業改善等に活用しているか
・経費内容に対応し、学納金を算定しているか
・入学辞退者に対し、授業料等について、適正な取扱を行っているか



種別

高校関係者

卒業生

企業等委員

企業等委員

（１０）社会貢献・地域貢献
・学校の教育資源を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか
・国際交流に取組んでいるか
・学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活動支援を行っているか

（１１）国際交流 なし
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

（８）財務

・学校及び法人運営の中長期的な財務基盤は安定しているか
・学校及び法人運営にかかる主要な財務数値に関する財務分析を行っている
か
・教育目標との整合性を図り、単年度予算、中期計画を策定しているか
・予算及び計画に基づき、適正に執行管理を行っているか
・私立学校法及び寄附行為に基づき、適切に監査を実施しているか
・私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用しているか

（９）法令等の遵守

・法令や専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行っているか
・学校が保有する個人情報保護に関する対策を実施しているか
・自己評価の実施体制を整備し、評価を行っているか
・自己評価結果を公表しているか
・学校関係者評価の実施体制を整備し評価を行っているか
・学校関係者評価結果を公表しているか
・教育情報に関する情報公開を積極的に行っているか

青野　也寸志　氏 宮城県立支援学校岩沼高等学園　教諭
令和7年4月1日～

令和8年3月31日（1年）

柿田　光太郎　氏
リコージャパン株式会社
マーケティング本部　宮城支社　第一営業部
アシスタントマネージャー

令和7年4月1日～
令和8年3月31日（1年）

　学校運営に関し、自己点検・自己評価委員会でまとめた評価および改善計画が適切であるか検証するため、年１回学校関係者評価委
員会を開催し本学の関係者である企業等の役員、職員の方から指摘を受けた点について次の改善をしてきた。
①　学生の理解度、満足度を高めることを意識してほしいとの指摘を受け、授業評価アンケートを引き続き実施し授業の改善を行ってい
る。
②　学校運営に必要な人材の確保と育成に力を入れてほしいとの指摘を受け、これらを目的としたプロジェクト委員会を立ち上げ改善を
行っている。
③　委員会の中で企業役員の方から「立志舎の卒業生が社会で活躍されていることはよく知っている。」との声もあり、今後も社会で活躍
できる学生を輩出できるように努めていく。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

難波　奈緒 株式会社　ステージライン　専務取締役
令和7年4月1日～

令和8年3月31日（1年）

笹森　大地　氏 太陽有限責任監査法人　東北事務所
令和7年4月1日～

令和8年3月31日（1年）

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://all-japan.ac.jp/disclosure/

公表時期： 令和7年6月20日



（１）学校の概要、目標及び計画

・目的、特色
・校長名、所在地、連絡先
・学校の沿革
・その他の諸活動に関する計画

（２）各学科等の教育

・入学者に関する受入れ方針及び収容定員、在学学生数
・授業計画表（シラバス）
・進級・卒業の要件等
・取得資格、検定試験合格等の実績
・卒業者数、卒業後の進路

（３）教職員
・教職員数
・教員の専門性

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報
を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
企業等の関係者が本学全般について理解を深めるとともに、企業等の関係者との連携および協力の推進に資するため、本学の教育活
動その他の学校運営の状況に関する情報を提供する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（７）学生納付金・修学支援
・学生納付金
・活用できる経済的支援措置

（８）学校の財務 ・事業報告書、計算書類、監査報告、財産目録

（９）学校評価
・自己評価報告書
・学校関係者評価報告書

（４）キャリア教育・実践的職業教育
・キャリア教育への取組状況
・実習・実技等の取組状況
・就職支援等への取組状況

（５）様々な教育活動・教育環境
・学校行事への取組状況
・課外活動

（６）学生の生活支援 ・学生相談室、就職相談室

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://all-japan.ac.jp/disclosure/

公表時期： 令和7年7月31日

（１０）国際連携の状況 ・留学生の受入れ

（１１）その他 ・学則

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法
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1 ○
就職

ゼミナールⅠ

卒業後の進路選択を行う段階として、進むべき
業界及び職種の研究を行う。また、面接試験演
習やグループディスカッションを通して、どの
ように発言すれば趣旨を伝えることが出来るの
かなどの伝達方法や表現方法について学習す
る。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○ ○

2 ○
就職

ゼミナールⅡ

卒業後の進路選択を行う段階として、進むべき
業界及び職種の研究を行う。また、面接試験演
習やグループディスカッションを通して、どの
ように発言すれば趣旨を伝えることが出来るの
かなどの伝達方法や表現方法について学習す
る。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

3 ○ 就職セミナー

卒業後の進路選択を考える前段階として、日々
の学生生活を有意義なものとする意識の高揚を
目指す。特に、社会人として必要とされる基本
的なものの見方や考え方・行動の仕方の理解を
深め、礼儀・マナーの修得、面接練習等を行
う。現役のエンジニアからIT業界について学
ぶ。

1
前

20 1 △ ○ ○ ○ 〇

4 ○
ビジネス
マナー

ビジネスマナーの基本的な知識とスキルを習得
し、入社に向けての不安解消と入社後のイメー
ジを明確にする。また、社会人と学生の違い、
組織人としての自覚を醸成する。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○ 〇

5 ○
ハードウェア

Ⅰ

コンピュータで扱われる数値や文字の取り扱
い、コンピュータを構成する各種装置、ネット
ワーク技術の基本事項について学習する。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

6 ○
ソフトウェア

Ⅰ
各種ソフトウェア、データベース、データ構造
とアルゴリズムの基本事項について学習する。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

7 〇
情報システム

Ⅰ

システム開発の概要とシステムの構築、設計、
開発から運用までの基礎と開発者と利用者の両
面で活用できる知識を身に付け、様々な業界の
情報システムの構築から運用までの事例を踏ま
え、基本的なシステム構築の講義と演習を行
う。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

授業科目等の概要

（工業専門課程　ＩＴビジネス学科）

分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



8 ○ 経営戦略Ⅰ

代表的な経営情報分析手法について学習し、経
営戦略に関する基本的な考え方を理解する。Ｉ
Ｔが企業の経営戦略に重要な影響を与えること
の意義を説明できることを目標とする。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

9 〇 科目A試験対策

基本情報履修講座の修了認定試験受験にあたり
必要となるテクノロジ、マネジメント、ストラ
テジの分野の問題演習を行い、知識の定着を図
る。

1
前

40 2 △ ○ ○ ○

10 ○
システム開発

Ⅰ

企業と連携しながら、システム開発全体の理解
やアルゴリズム、データベースなどの知識を習
得する。また、グループ学習を通じて、コミュ
ニケーション能力を向上させる。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○ 〇

11 ○
インターン

シップ

企業が主催するインターンシップに参加し、既
存スマホアプリの改修プロセスを体験しなが
ら、ビジネスモデルや収益を意識した提案がで
きるようになるためのスキルを習得する。

1
前

40 2 △ ○ ○ ○

12 ○ 情報分析演習

表計算ソフトの操作を効率的に進め、各機能を
習得する。また、業務データを分析し、表やグ
ラフを駆使した的確な報告書の作成およびプレ
ゼンを実践する。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○ 〇

13 ○ 卒業研究
本学園での学習の集大成として、就職先の業界
研究など学生がテーマを考え論文を作成する。

2
後

160 8 ○ ○ ○

14 ○ Ｃ言語
Ｃ言語の文法及び基本構造についてプログラミ
ングを行いながら学習する。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

15 ○
コンピュータ
システムⅠ

プログラム、アルゴリズム分野及び情報セキュ
リティ分野において、演習を通じて実践力を修
得する。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

16 ○ 表計算演習
Microsoft Excelの基本機能と操作方法を講義・
演習し、集計表やグラフの作成ができるように
する。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

17 ○
情報

セキュリティ
マネジメント

情報セキュリティ技術と情報セキュリティ管理
に関する知識を学習し、基本的な知識を習得す
る。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

18 〇
オブジェクト

指向基礎

オブジェクト指向の基本概念を理解し、オブ
ジェクト指向の仕組みや擬似言語での表現方法
について学ぶ。

1
前

40 2 △ ○ ○ ○

19 ○ 情報管理Ⅰ

コンピュータシステムにおけるIT用語や理論・
技術を理解し、業務改善におけるシステム化に
おいて、これらを総合的に活用できる知識を身
につけることを目標とする。

1
前

40 2 △ ○ ○ ○

20 ○ 総合演習Ⅰ

さまざまな業界における情報システムの設計・
開発・構築・運用について、各種の事例を分析
し、開発者と利用者の両面で効率的に活用でき
る技術を身につけることを目標に総合的な問題
演習を行う。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○

21 ○
システム開発

Ⅱ

企業等と連携し、ＩＴ業界に関する豊富な経験
と最新の知見を有する実務教員の講義を受講す
る。システム開発の上流工程を体験するため
に、ビジネスモデルの提案と見積を実施する。
ＩＴ業界に就職するにあたり必要となるスキ
ル・準備について確認する。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○ ○



22 ○
ホームページ

作成

Ｗｅｂクリエイター能力認定試験初級レベルの
ＨＴＭＬ及びＣＳＳの正しいコードを記述し、
基礎的なＷｅｂサイトを製作できる能力を養
う。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

23 ○
ハードウェア

Ⅱ
ハードウェア関連技術、アーキテクチャ、パ
フォーマンスについて学習する。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

24 ○
ソフトウェア

Ⅱ

各種ソフトウェア、データベース、テータ構造
とアルゴリズムについて、応用知識を身につけ
る。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

25 ○ TCP/IP演習Ⅰ

セキュリティ実習では、疑似環境でセキュリ
ティ攻撃を行うことで脅威を体験的に理解す
る。ネットワーク実習では、Cisco機器にネット
ワークの設定を行うことで、実務能力を習得す
ることを目標とする。セキュリティとネット
ワークに関する講義と演習を行う。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

26 ○
情報システム

Ⅱ

システム開発の概要とシステムの構築、設計、
開発から運用までの基礎と開発者と利用者の両
面で活用できる応用知識を身に付け、様々な業
界の情報システムの構築から運用までの各種事
例に対応できる応用知識の講義と演習を行う。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

27 〇
システム設計

Ⅰ

情報システム開発の業務プロセスを概観し、各
開発プロセスを理解し活用できる知識を身につ
けることを目標とする。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

28 ○ 情報管理Ⅱ

コンピュータシステムにおける理論や用語、技
術を総合的に理解し、業務のシステム化に活用
できる知識を身に付け、情報処理の基礎理論や
データベース、ネットワーク、セキュリティな
どの技術とそれを用いたIT戦略に関する応用的
な講義・演習を行う。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○

29 ○
コンピュータ
システムⅡ

コンピュータシステムにおける理論や技術を理
解し、業務改善におけるシステム化にて、これ
らを総合的に活用できる知識を身につけること
を目標とする。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

30 ○ 総合演習Ⅱ

開発者と利用者の両面で効率的に活用できる知
識・技術を身につけることを目標とし、さまざ
まな業界における情報システムの設計・開発・
構築・運用について、各種の事例を分析し、応
用的な問題演習を行う。

2
前

40 2 △ ○ ○ ○

31 ○
プレゼンテー
ション演習

Microsoft PowerPointの基本機能と操作方法お
よび発表方法を講義・演習し、効果的なプレゼ
ンテーション資料の作成ができるようにする。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

32 ○ ＪａｖａⅠ
Ｊａｖａ言語の文法及び基本構造についてプロ
グラミングを行いながら学習する。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

33 ○
ハードウェア

Ⅲ

アーキテクチャ、パフォーマンス、ネットワー
ク技術、セキュリティ技術について応用知識を
学習する。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

34 ○
ソフトウェア

Ⅲ

ソフトウェア全般、テータ構造とアルゴリズ
ム、ネットワークアーキテクチャ、各種のセ
キュリティ技術について、応用知識を身につけ
る。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○



35 ○
システム設計

Ⅱ

各開発モデルとそれに基づくソフトウェアの各
種設計技法について応用知識を身に付け、各開
発モデルにおけるソフトウェア要件定義からソ
フトウェア方式設計及び分析/設計する手法の応
用知識の講義・演習を行う。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

36 ○ 情報管理Ⅲ

コンピュータシステムにおけるＩＴ用語や理
論・技術を理解し、業務改善におけるシステム
化にて、これらを総合的に活用できる知識を身
につけることを目標とする。

2
前

40 2 △ ○ ○ ○

37 ○ 総合演習Ⅲ

さまざまな業界における情報システムの設計・
開発・構築・運用について、各種の事例を分析
し、開発者と利用者の両面で効率的に活用でき
る技術を身につけることを目標に総合的な問題
演習を行う。

2
後

40 2 △ ○ ○ ○

38 ○ ＪａｖａⅡ
Ｊａｖａ言語文法の確認から応用プログラムま
で、実社会で活用できる知識を修得する。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○

39 ○
システム開発

演習Ⅰ

企業と連携しながら、システムを開発するため
の基本的なドキュメント、ソースコードの作成
方法について必要となる知識を習得する。

2
後

40 2 △ ○ ○ ○ ○

40 ○
システム開発

演習Ⅱ

企業と連携しながら、ドキュメントの作成やＪ
ａｖａ言語を用いたソースコードの作成、テス
ト、レビューを行うことで、より実践的にシス
テム開発の一連の流れや必要となる知識を習得
する。

2
後

40 2 △ ○ ○ ○ ○

41 ○
卒業システム

開発

本学園での学習の集大成として、グループワー
クによるシステム構築実習を行う。企業と連携
してユーザ（指導者）から要求を聞き出し、企
画書や設計書などのドキュメント作成から、開
発、テストまでを行い、ユーザに対してプレゼ
ンテーションを行う。

2
後

160 8 ○ ○ ○ ○

42 ○ 情報戦略Ⅰ

コンピュータシステムにおける理論や技術を理
解し、業務改善におけるシステム化にて、これ
らを総合的に活用できる知識を身につけること
を目標とする。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○

43 ○ 情報戦略Ⅱ

コンピュータシステムにおける理論や技術を理
解し、業務改善におけるシステム化にて、これ
らを総合的に活用できる知識を身につけること
を目標とする。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○

43

期

週

合計 科目 151 単位 （ 3,020 単位時間 ）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

卒業要件：
成績評価において合格した科目の授業時間数の合計が1,720時間以上になるこ
と。なお、教育課程に定められた必修科目についてはすべて取得することを
要する。

１学年の学期区分 2

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

履修方法： コース選択により履修科目が決定する。 １学期の授業期間 20

（留意事項）

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。



（別紙様式４）

〒
（住所）

（電話）

〒
（住所）

（電話）

昼夜

1,720 単位時間 455 単位時間 1,685 単位時間 - 単位時間 - 単位時間 - 単位時間

年 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位

152 人の内数 人 0 % 0 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 6

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

東京ＩＴプログラミング＆
会計専門学校仙台校

平成9年12月22日 中川　知之
980-0021
宮城県仙台市青葉区中央1-1-6
022-713-8751

令和7年7月31日

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人立志舎 平成10年10月30日 塚原　一功
130-8565
東京都墨田区錦糸1-2-1
03-3624-5441

工業 工業専門課程
ＩTビジネス学科

（ITプログラミングコース）
平成17年文部科学省

告示第32号
― 平成26年3月31日

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

学科の目的
学校教育法に定める専修学校制度の趣旨に則り、ソフトウェア開発の基礎技術やプログラミング・AIに関する正しい知識と的確な技能を授け、もって職業や実際生活に必要な
能力を養成し教養を向上させることを目的とする。

学科の特徴（主な教
育内容、取得可能な

資格　等）
取得可能な資格：基本情報技術者試験、Javaプログラミング能力認定試験、Python3エンジニア認定基礎試験、Webクリエイター能力認定試験

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

2 昼間 ※単位時間、単位いずれか
に記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A) 中退率

58人 0

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 23
■就職希望者数 (D)　　　　　： 21
■就職者数 (E)　　　　　　　　： 21
■地元就職者数 (F)

■進学者数 0
■その他

・就職希望せず：2人

年度卒業者に関する令和7年5月1日時点の情報）

■主な就職先、業界等

13
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

61

91

（令和6年度卒業生）

㈱アクシス、㈱NSD、(株)クエスト、(株)アルプス技研、(株)システム・サイエンス、(株)アテネコンピュータシステム、シスメックスCNA(株)、東邦情報システム(株)など

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体： - -
評価結果を掲載した

ホームページＵＲＬ -

当該学科の
ホームページ

URL
URL : https://www.sendai-itkaikei.ac.jp/course/it/it_programming/

企業等と連携した実
習等の実施状況（Ａ、
Ｂいずれかに記入）

総授業時数 2,140

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 0

うち企業等と連携した演習の授業時数 380

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 40

総単位数 -

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数 -

うち必修授業時数 80

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 0

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 80

うち企業等と連携した演習の単位数 -

うち必修単位数 -

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数 -

0

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

うち企業等と連携した必修の演習の単位数 -

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数） -

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

 計 3

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有す
る者を想定）の数

0

教員の属性（専任教
員について記入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等においてその担当
する教育等に従事した者であって、当該専門課程の修業年限と当
該業務に従事した期間とを通算して六年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 2

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号）

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 1



種別

①

③

（年間の開催数及び開催時期）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を
行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

　企業・業界団体等との連携により、必要となる最新の知識・技術・技能を反映するため、企業・業界団体等からの意見を十分に活かし、
カリキュラムの改善等の教育課程の編成を定期的に行う。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

１．教育課程編成委員会を「ＩＴ」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野ごとに設置する。教育課程編成委員会は業界関係者、
有識者および学園職員で構成する。
２．カリキュラム作成委員会は「ＩＴ」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野ごとに設置する。カリキュラム作成委員会は関連す
る学校・関連する学科ごとの責任者全員で構成する。
３．カリキュラム作成委員会において教育課程を作成する。
４．カリキュラム作成委員会において作成した教育課程を教育課程編成委員会全体会および各学校・各学科ごとの分科会において検討
を行う。
５．教育課程編成委員会は、カリキュラム改善への意見をカリキュラム作成委員会に提言する。
６．カリキュラム作成委員会は、その意見を組織としてカリキュラムの改善を検討吟味し決定する。
７．カリキュラム作成委員会は、教育課程編成委員会の提言を十分に活かしカリキュラム改善等の教育課程の作成を定期的に行う。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

大和田　寛之　氏
株式会社ナナイロ
データソリューション事業部　事業部長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

中川　知之
学校法人立志舎
東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校仙台校
校長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

令和6年12月16日現在

名　前 所　　　属 任期

髙谷　将宏　氏
宮城県情報サービス産業協会
理事・人財委員会副委員長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

柏葉　保宏
学校法人立志舎
東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校仙台校
教務部課長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

渋谷　恭兵
学校法人立志舎
東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校仙台校
教務部課長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

１、企業の求める人材像がコミュニケーション能力であるという意見が出されたことから、グループワークを組入れることができる科目を
検討した結果、1年次の企業連携講座において、グループワークを通じてシステム開発全体の理解やアルゴリズム、データベースなどの
知識を学習することで、知識の定着やコミュニケーションスキルの向上を図ることができた。

２、学生時代にシステム開発工程を経験することは、社会人になってから活きるので、継続して企業連携講座に取組んで欲しいという意
見に対して、企業連携講座であるMonacaを利用したスマホアプリ開発演習を実施した。HTML５アワードに出品する過程でスケジュール
管理の大切さを意識づけることができ、一部作品はHTML5アワードで入選した。

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回（開催時期：8月、12月）

（開催日時（実績））
第23回　仙台委員会　令和6年8月22日　10：00～11：30
第24回　仙台委員会　令和6年12月16日　10：00～11：30



２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

就職ゼミナールⅠ
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　卒業後の進路選択を行う段階とし
て、進むべき業界及び職種の研究を
行う。また、面接試験演習やグループ
ディスカッションを通して、どのように発
言すれば趣旨を伝えることが出来るの
かなどの伝達方法や表現方法につい
て学習する。

株式会社インフォテック・サーブ

システム開発Ⅰ
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　企業と連携をしながら、システム開発
全体の理解や、アルゴリズム、データ
ベースなど知識を修得する。また、グ
ループ学習を通じて、コミュニケーショ
ン能力を向上させる。

株式会社インフォテック・サーブ

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
　ＩＴ関連産業の中にあって、特定の分野に偏ることなく、最新の業界全体の動向を把握し得る業界団体または企業を選定し連携した授
業を行う。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

職業教育を通じ自立した職業人を育成し社会や職業へ円滑に移行させること。
１．専攻分野に係る職業先の研究を行い、業界や職種の知見を広め学生の職業観を育む。
２．システム開発工程を実体験することで、ＩＴ業界の仕事のイメージを具体化して実践力を身に付ける。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 企業連携の方法 科　目　概　要 連　携　企　業　等

モバイルアプリ開発
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

クラウドデータベースを利用した実践
的なモバイルアプリの開発技術を身に
つけるための講義・演習を行う。

アシアル株式会社

就職セミナー
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　卒業後の進路選択を考える前段階と
して、日々の学生生活を有意義なもの
とする意識の高揚を目指す。特に、社
会人として必要とされる基本的なもの
の見方や考え方・行動の仕方の理解
を深め、礼儀・マナーの修得、面接練
習等を行う。現役のエンジニアからIT
業界について学ぶ。

株式会社ナナイロ

情報分析演習
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　表計算ソフトの操作を効率的に進
め、各機能を習得する。また、業務
データを分析し、表やグラフを駆使した
的確な報告書の作成およびプレゼン
を実践する。

株式会社インフォテック・サーブ
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３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

令和6年4月10日（水） 対象： ITビジネス学科教員

①　生成AIとは
②  ChatGPTとは

SASE「超」入門とクラウドセキュリティ 連携企業等： マジセミ株式会社

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

「学校法人立志舎　教員研修規定」において、以下のように定める。
１　研修は、教員に必要な専攻分野における実務に関する知識、技術および技能並びに、指導力の修得・向上を目的として行う。
２　研修は教員に対して行い、個々の業務経験や能力、担当する授業科目や授業以外の担当業務等に応じて実施しなければならない。
３　学園は、教員の研修計画を策定・実施し、教員に研修を受講する機会を与えなければならない。
４　学園が必要と認められる場合は、他の企業等の関係機関と連携し研修を行うことができる。
５　教員は、学園が定めた教員研修計画に従い、研修目的を達成するため研修を受講しなければならない。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

ChatGPT超入門ウェビナー 連携企業等： 株式会社キカガク

令和6年8月2日（金） 対象： ITビジネス学科教員

①　AI活用でビジネスはどう変わるのか
②  Microsoft 生成AIは何を選択すればいい？

ニューノーマル時代に求められるネットワーク＆セキュリティ対策とは? 連携企業等： ソニービズネットワークス株式会社

令和6年4月26日（金） 対象： ITビジネス学科教員

①　SASE「超」入門
②　SASE以外のポイント

『Microsoft 365とAzureの活用事例から学ぶ、これからのクラウド活用』 連携企業等： 日本マイクロソフト株式会社

令和6年8月27日（火） 対象： ITビジネス学科教員

①　サイバー空間をめぐる脅威の情勢
②　サイバー警察組織における取組

ランサムがありあまる2024 連携企業等： SBテクノロジー株式会社

令和6年8月19日（月） 対象： ITビジネス学科教員

①　ニューノーマルな働き方とは？
②  ニューノーマルを成功させる4のポイント

デジタル社会におけるサイバー空間の安全確保 連携企業等： 警察庁

令和6年12月6日（金） 対象： ITビジネス学科教員

①　機械学習の説明性
②  地域創生プロジェクト説明

ChatGPT徹底解説WEBセミナー 連携企業等： 株式会社エキスパート

令和6年8月28日（火） 対象： ITビジネス学科教員

①　ランサムについて
②　どのように対策していくのか

CDLE宮城 2024秋季勉強会 + 交流会 連携企業等： CDLE宮城

令和7年3月12日（水） 対象： ITビジネス学科教員

①　NICTERによる観測
②  ランサムウェアについて

DeepSeek騒動が示した未来：低コストな生成AI研究のインパクトとセキュリティ課題 連携企業等： 国立情報学研究所

令和6年12月7日（土） 対象： ITビジネス学科教員

①　生成AI（ChatGPT）とは？
②  プロンプト8+1の公式

実観測に基づく最近のサイバー攻撃の紹介、及び今後のサイバーセキュリティ研究の展望について 連携企業等： 情報通信研究機構（NICT）

令和7年3月12日（水） 対象： ITビジネス学科教員

①　DeepSeek騒動を振り返る
②　言語生成AIのセキュリティリスク
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令和6年12月20日（金） 対象： 全学科の職員

セクハラ・パワハラとは、事例を学びハラスメントの防ぎ方についての講演

発達障害研修 連携企業等： アビリティーズジャスコ㈱　 就労移行支援事業部　仙台センター　安住　美由紀　様

②指導力の修得・向上のための研修等

職場における人権擁護について 連携企業等： 仙台法務局　人権擁護部　人権擁護専門官　大藤　健治　様

教員研修（専門知識向上研修） 連携企業等： ＩＴ関連企業

令和7年8月予定 対象： ITビジネス学科教員

令和6年12月20日（金） 対象： 全学科の職員

発達障害について当事者の視点で理解し、当事者とのかかわり方を学ぶための講演

（３）研修等の計画

①専攻分野における実務に関する研修等

ＩＴ関連企業が開催する研修やセミナーに参加し、ＩＴの専門知識・技術について実社会で利用している実践的な知識を
修得する。修得した最新の知識を情報処理教育に活かすことを目的として定期的に研修・研究を行う。

②指導力の修得・向上のための研修等

職場における人権擁護について 連携企業等： 仙台法務局　人権擁護部

令和7年12月予定 対象： 全学科の教員

発達障害について：発達障害者の特性、当事者との関わり方、事例検討等

いわゆるセクハラ、パワハラ防止等、人権問題の正しい知識を学ぶための講演

発達障害について 連携企業等： アビリティーズジャスコ㈱　就労移行支援事業部　仙台センター

令和7年12月予定 対象： 全学科の教員



４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、評価を
行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校運営に関し、自己点検・自己評価委員会でまとめた評価および改善計画が適切であるかを検証するため学校関係者評価を原則と
して年1回実施し、その結果を公表する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（４）学修成果
・就職率の向上が図られているか
・資格・免許取得率の向上が図られているか
・卒業生の社会的評価を把握しているか

（５）学生支援

・就職等進路に関する支援組織体制を整備しているか
・退学率の低減が図られているか
・学生相談に関する体制を整備しているか
・留学生に対する相談体制を整備しているか
・学生の経済的側面に対する支援体制を整備しているか
・学生の健康管理を行う体制を整備しているか
・学生寮の設置など生活環境支援体制を整備しているか
・課外活動に対する支援体制を整備しているか
・保護者との連携体制を構築しているか
・卒業生への支援体制を整備しているか
・産学連携による卒業後の再教育プログラムの開発・実施に取組んでいるか
・社会人のニーズを踏まえた教育環境を整備しているか

（６）教育環境

・教育上の必要性に十分対応した施設・設備・教育用具等を整備しているか
・学外実習、インターンシップ、海外研修等の実施体制を整備しているか
・防災に対する組織体制を整備し、適切に運用しているか
・学内における安全管理体制を整備し、適切に運用しているか

（１）教育理念・目標

・理念・目的・育成人材像は、定められているか
・育成人材像は専門分野に関連する業界等の人材ニーズに適合しているか
・理念等の達成に向け特色ある教育活動に取組んでいるか
・社会のニーズ等を踏まえた将来構想を抱いているか

（２）学校運営

・理念に沿った運営方針を定めているか
・理念等を達成するための事業計画を定めているか
・設置法人は組織運営を適切に行っているか
・学校運営のための組織を整備しているか
・人事・給与に関する制度を整備しているか
・意思決定システムを整備しているか
・情報システム化に取組み、業務の効率化を図っているか

（３）教育活動

・理念等に沿った教育課程の編成方針、実施方針を定めているか
・学科毎の修業年限に応じた教育到達レベルを明確にしているか
・教育目的・目標に沿った教育課程を編成しているか
・教育課程について、外部の意見を反映しているか
・キャリア教育を実施しているか
・授業評価を実施しているか
・成績評価・修了認定基準を明確化し、適切に運用しているか
・作品及び技術等の発表における成果を把握しているか
・目標とする資格・免許は、教育課程上で、明確に位置づけているか
・資格・免許取得の指導体制はあるか
・資格・要件を備えた教員を確保しているか
・教員の資質向上への取組みを行っているか
・教員の組織体制を整備しているか

（７）学生の受入れ募集

・高等学校等接続する教育機関に対する情報提供に取組んでいるか
・学生募集活動を適切かつ効果的に行っているか
・入学選考基準を明確化し、適切に運用しているか
・入学選考に関する実績を把握し、授業改善等に活用しているか
・経費内容に対応し、学納金を算定しているか
・入学辞退者に対し、授業料等について、適正な取扱を行っているか



種別

高校関係者

卒業生

企業等委員

企業等委員

（１０）社会貢献・地域貢献
・学校の教育資源を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか
・国際交流に取組んでいるか
・学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活動支援を行っているか

（１１）国際交流 なし
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

（８）財務

・学校及び法人運営の中長期的な財務基盤は安定しているか
・学校及び法人運営にかかる主要な財務数値に関する財務分析を行っている
か
・教育目標との整合性を図り、単年度予算、中期計画を策定しているか
・予算及び計画に基づき、適正に執行管理を行っているか
・私立学校法及び寄附行為に基づき、適切に監査を実施しているか
・私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用しているか

（９）法令等の遵守

・法令や専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行っているか
・学校が保有する個人情報保護に関する対策を実施しているか
・自己評価の実施体制を整備し、評価を行っているか
・自己評価結果を公表しているか
・学校関係者評価の実施体制を整備し評価を行っているか
・学校関係者評価結果を公表しているか
・教育情報に関する情報公開を積極的に行っているか

青野　也寸志　氏 宮城県立支援学校岩沼高等学園　教諭
令和7年4月1日～

令和8年3月31日（1年）

柿田　光太郎　氏
リコージャパン株式会社
マーケティング本部　宮城支社　第一営業部
アシスタントマネージャー

令和7年4月1日～
令和8年3月31日（1年）

　学校運営に関し、自己点検・自己評価委員会でまとめた評価および改善計画が適切であるか検証するため、年１回学校関係者評価委
員会を開催し本学の関係者である企業等の役員、職員の方から指摘を受けた点について次の改善をしてきた。
①　学生の理解度、満足度を高めることを意識してほしいとの指摘を受け、授業評価アンケートを引き続き実施し授業の改善を行ってい
る。
②　学校運営に必要な人材の確保と育成に力を入れてほしいとの指摘を受け、これらを目的としたプロジェクト委員会を立ち上げ改善を
行っている。
③　委員会の中で企業役員の方から「立志舎の卒業生が社会で活躍されていることはよく知っている。」との声もあり、今後も社会で活躍
できる学生を輩出できるように努めていく。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

難波　奈緒 株式会社　ステージライン　専務取締役
令和7年4月1日～

令和8年3月31日（1年）

笹森　大地　氏 太陽有限責任監査法人　東北事務所
令和7年4月1日～

令和8年3月31日（1年）

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://all-japan.ac.jp/disclosure/

公表時期： 令和7年6月20日



（１）学校の概要、目標及び計画

・目的、特色
・校長名、所在地、連絡先
・学校の沿革
・その他の諸活動に関する計画

（２）各学科等の教育

・入学者に関する受入れ方針及び収容定員、在学学生数
・授業計画表（シラバス）
・進級・卒業の要件等
・取得資格、検定試験合格等の実績
・卒業者数、卒業後の進路

（３）教職員
・教職員数
・教員の専門性

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報
を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
企業等の関係者が本学全般について理解を深めるとともに、企業等の関係者との連携および協力の推進に資するため、本学の教育活
動その他の学校運営の状況に関する情報を提供する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（７）学生納付金・修学支援
・学生納付金
・活用できる経済的支援措置

（８）学校の財務 ・事業報告書、計算書類、監査報告、財産目録

（９）学校評価
・自己評価報告書
・学校関係者評価報告書

（４）キャリア教育・実践的職業教育
・キャリア教育への取組状況
・実習・実技等の取組状況
・就職支援等への取組状況

（５）様々な教育活動・教育環境
・学校行事への取組状況
・課外活動

（６）学生の生活支援 ・学生相談室、就職相談室

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://all-japan.ac.jp/disclosure/

公表時期： 令和7年7月31日

（１０）国際連携の状況 ・留学生の受入れ

（１１）その他 ・学則

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法
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験
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習
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1 ○
就職

ゼミナールⅠ

卒業後の進路選択を行う段階として、進むべき
業界及び職種の研究を行う。また、面接試験演
習やグループディスカッションを通して、どの
ように発言すれば趣旨を伝えることが出来るの
かなどの伝達方法や表現方法について学習す
る。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○ ○

2 ○
就職

ゼミナールⅡ

卒業後の進路選択を行う段階として、進むべき
業界及び職種の研究を行う。また、面接試験演
習やグループディスカッションを通して、どの
ように発言すれば趣旨を伝えることが出来るの
かなどの伝達方法や表現方法について学習す
る。現役のエンジニアからIT業界について学
ぶ。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

3 ○ 就職セミナー

卒業後の進路選択を考える前段階として、日々
の学生生活を有意義なものとする意識の高揚を
目指す。特に、社会人として必要とされる基本
的なものの見方や考え方・行動の仕方の理解を
深め、礼儀・マナーの修得、面接練習等を行
う。

1
前

20 1 △ ○ ○ ○ 〇

4 ○
ビジネス
マナー

ビジネスマナーの基本的な知識とスキルを習得
し、入社に向けての不安解消と入社後のイメー
ジを明確にする。また、社会人と学生の違い、
組織人としての自覚を醸成する。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○ 〇

5 ○ テクノロジⅠ

テクノロジ分野であるハードウェア、情報処理
システム、ソフトウェア、データベースなどの
分野に関して、基本的な知識を修得するための
講義・演習を行う。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

6 ○ テクノロジⅡ

テクノロジ分野であるネットワーク、セキュリ
ティ、データ構造とアルゴリズム、開発技術な
どの分野に関して、基本的な知識を修得するた
めの講義・演習を行う。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

7 ○
ストラテジ／
マネジメント

ストラテジ・マネジメント分野である企業と法
務、経営戦略、情報システム戦略、プロジェク
トマネジメント、サービスマネジメント，シス
テム監査と内部統制などの分野に関して、基本
的な知識を修得するための講義・演習を行う。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○

授業科目等の概要

（工業専門課程　ＩＴビジネス学科）

分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



8 〇 科目A試験対策

基本情報履修講座の修了認定試験受験にあたり
必要となるテクノロジ、マネジメント、ストラ
テジの分野の問題演習を行い、知識の定着を図
る。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○

9 ○
システム開発

Ⅰ

企業と連携しながら、システム開発全体の理解
やアルゴリズム、データベースなどの知識を習
得する。また、グループ学習を通じて、コミュ
ニケーション能力を向上させる。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○ 〇

10 ○
インターン

シップ

企業が主催するインターンシップに参加し、既
存スマホアプリの改修プロセスを体験しなが
ら、ビジネスモデルや収益を意識した提案がで
きるようになるためのスキルを習得する。

1
前

40 2 △ ○ ○ ○

11 ○ 情報分析演習

表計算ソフトの操作を効率的に進め、各機能を
習得する。また、業務データを分析し、表やグ
ラフを駆使した的確な報告書の作成およびプレ
ゼンを実践する。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○ 〇

12 ○ 卒業研究
本学園での学習の集大成として、就職先の業界
研究など学生がテーマを考え論文を作成する。

2
後

160 8 ○ ○ ○

13 ○ Java
Javaプログラミングの基本的な講義・演習を行
う。特に配列、制御構造を用いた基礎的なプロ
グラミングはできるようにする。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

14 ○ Java演習

Javaを用いてオブジェクト指向プログラミング
の考え方を身に付け、様々なプログラムを作れ
るようにする。演習をこなしながらプログラミ
ング能力を高め、開発能力を身につける。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

15 ○ アルゴリズム
コンピュータでデータを処理するためのデータ
構造と、それらに関連する各種アルゴリズムに
ついて基本的な知識の修得を図る。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

16 ○
情報処理技術
者試験対策Ⅰ

プログラム、アルゴリズム分野において、演習
を通じて実践力を修得する。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

17 ○ Python

Pythonによる基本的なプログラミングができる
ようにする。また、Javaとの違いを確認しなが
らPython特有の表現を中心に講義、演習を行
う。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

18 ○
Ｗｅｂデザイ

ン

基礎的なＷｅｂサイトを制作できるように、Ｈ
ＴＭＬとＣＳＳ、Ｗｅｂデザインに関する基本
的な知識と技術に関する講義・演習を行う。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○

19 ○ Python演習
Pythonを用いてCUIやGUIアプリ作成基礎を身に
つける。また、CUIやGUIアプリ作成を通じて、
Pythonのプログラミング能力を高める。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

20 ○
情報処理技術
者試験対策Ⅱ

テクノロジ系の分野において復習を行うととも
に、総合的な演習を行い知識の修得を図る。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

21 ○
プレゼンテー
ション演習

プレゼンテーションソフトを用いた業務や作業
を効率的に行えるようになるため、Microsoft社
のビジネスソフトPowerPointの基本的な機能と
操作方法に関する講義・演習を行う。

2
前

40 2 △ ○ ○ ○



22 ○ Linux演習

　LinuxOSの基礎的な操作・設定方法を理解する
ため、CentOSを題材として、LinuxOSのコマンド
や設定ファイルの記述方法に関する講義・演習
を行う。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

23 ○
ＪａｖａＳｃ

ｒｉｐｔ

インタラクティブなＷｅｂサイトを制作するた
めの基礎的な知識と技術を身につけるため、
JavaScriptの基本文法、jQueryなどの基礎知識
に関する講義・演習を行う。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○

24 ○
ＪａｖａＳｃ
ｒｉｐｔ演習

クラウドIDEであるMonacaを利用して、
HTML5/CSS3/JavaScriptによるモバイルアプリ
ケーションの開発技術を身につける。Monacaの
使用方法と、カメラやGPSなどを利用したネイ
ティブアプリの作成に関する講義・演習を行
う。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○

25 ○ Webアプリ開発

基礎的なWebアプリケーション開発技術を身につ
けるため、PythonによるWebアプリケーション開
発フレームワークであるDjangoの基本的な機能
に関する講義・演習を行う。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

26 〇
ＨＴＭＬ／Ｃ

ＳＳ

HTML、CSSを使ってユーザ体験を考慮したWebコ
ンテンツを設計・制作できるスキルや、スマー
トフォンや組み込み機器など、ブラウザが利用
可能な様々なデバイスに対応したコンテンツを
制作できるスキルや知識を身に付けるための講
義・演習を行う。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

27 ○
モバイルアプ

リ開発

クラウドデータベースを利用した実践的なモバ
イルアプリの開発技術を身につけるための講
義・演習を行う。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○ 〇

28 〇
バージョン管

理

バージョン管理の考え方と実践方法を理解し、
効率的な開発手法を身につけるため、Gitの特徴
とその代表的なコマンド、また、GitHubの基本
的な利用方法に関する講義・演習を行う。

2
前

40 2 △ ○ ○ ○

29 ○ 卒業制作

アプリ開発のプロジェクトチームを発足して、
Ｗｅｂアプリまたはモバイルアプリ開発を行
う。ペアプログラミング、ヴァージョン管理、
進捗管理などの手法を取り入れたプロジェクト
を進める。

2
後

160 8 ○ ○ ○

29

期

週履修方法： コース選択により履修科目が決定する。 １学期の授業期間 20

（留意事項）

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

卒業要件：
成績評価において合格した科目の授業時間数の合計が1,720時間以上になるこ
と。なお、教育課程に定められた必修科目についてはすべて取得することを
要する。

１学年の学期区分 2

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

合計 科目 107 単位 （2,140 単位時間 ）

卒業要件及び履修方法 授業期間等



（別紙様式４）

〒
（住所）

（電話）

〒
（住所）

（電話）

昼夜

1,720 単位時間 495 単位時間 1,645 単位時間 - 単位時間 - 単位時間 - 単位時間

年 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位

152 人の内数 人 0 % 5 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 6

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

 計 3

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有す
る者を想定）の数

0

教員の属性（専任教
員について記入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等においてその担当
する教育等に従事した者であって、当該専門課程の修業年限と当
該業務に従事した期間とを通算して六年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 2

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号）

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 1

-

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数 -

0

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

うち企業等と連携した必修の演習の単位数 -

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数） -

当該学科の
ホームページ

URL
URL : https://www.sendai-itkaikei.ac.jp/course/it/ai_b/

企業等と連携した実
習等の実施状況（Ａ、
Ｂいずれかに記入）

総授業時数 2,140

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 0

うち企業等と連携した演習の授業時数 380

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 40

総単位数 -

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数 -

うち必修授業時数 80

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 0

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 80

うち企業等と連携した演習の単位数 -

うち必修単位数

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体： - -
評価結果を掲載した

ホームページＵＲＬ -

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 12
■就職希望者数 (D)　　　　　： 12
■就職者数 (E)　　　　　　　　： 12
■地元就職者数 (F)

■進学者数 0
■その他

年度卒業者に関する令和7年5月1日時点の情報）

■主な就職先、業界等

6
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

50

100

（令和6年度卒業生）

アルプスアルパイン(株)、オービーシステム(株)、ソレキア(株)、シー・エス・イー(株)、(株)データシステム米沢、共立ソリューションズ(株)など

2 昼間 ※単位時間、単位いずれか
に記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A) 中退率

58人 0

学科の目的
学校教育法に定める専修学校制度の趣旨に則り、ソフトウェア開発の基礎技術やプログラミング・AIに関する正しい知識と的確な技能を授け、もって職業や実際生活に必要な
能力を養成し教養を向上させることを目的とする。

学科の特徴（主な教
育内容、取得可能な

資格　等）
取得可能な資格：基本情報技術者試験、Javaプログラミング能力認定試験、Python3エンジニア認定基礎試験、G検定、AI検定

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

工業 工業専門課程
ＩTビジネス学科

（AIビジネスコース）
平成17年文部科学省

告示第32号
― 平成26年3月31日

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人立志舎 平成10年10月30日 塚原　一功
130-8565
東京都墨田区錦糸1-2-1
03-3624-5441

東京ＩＴプログラミング＆
会計専門学校仙台校

平成9年12月22日 中川　知之
980-0021
宮城県仙台市青葉区中央1-1-6
022-713-8751

令和7年7月31日

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地



種別

①

③

（年間の開催数及び開催時期）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

１、企業の求める人材像がコミュニケーション能力であるという意見が出されたことから、グループワークを組入れることができる科目を
検討した結果、1年次の企業連携講座において、グループワークを通じてシステム開発全体の理解やアルゴリズム、データベースなどの
知識を学習することで、知識の定着やコミュニケーションスキルの向上を図ることができた。

２、エッジAIは注目度が高い分野であるため、カリキュラムに取り入れると良い、という意見に対して、エッジAIの科目を新規導入した。

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回（開催時期：8月、12月）

（開催日時（実績））
第23回　仙台委員会　令和6年8月22日　10：00～11：30
第24回　仙台委員会　令和6年12月16日　10：00～11：30

柏葉　保宏
学校法人立志舎
東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校仙台校
教務部課長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

渋谷　恭兵
学校法人立志舎
東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校仙台校
教務部課長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

中川　知之
学校法人立志舎
東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校仙台校
校長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

令和6年12月16日現在

名　前 所　　　属 任期

髙谷　将宏　氏
宮城県情報サービス産業協会
理事・人財委員会副委員長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を
行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

　企業・業界団体等との連携により、必要となる最新の知識・技術・技能を反映するため、企業・業界団体等からの意見を十分に活かし、
カリキュラムの改善等の教育課程の編成を定期的に行う。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

１．教育課程編成委員会を「ＩＴ」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野ごとに設置する。教育課程編成委員会は業界関係者、
有識者および学園職員で構成する。
２．カリキュラム作成委員会は「ＩＴ」「会計」「法律」「ビジネス」「動物」それぞれの分野ごとに設置する。カリキュラム作成委員会は関連す
る学校・関連する学科ごとの責任者全員で構成する。
３．カリキュラム作成委員会において教育課程を作成する。
４．カリキュラム作成委員会において作成した教育課程を教育課程編成委員会全体会および各学校・各学科ごとの分科会において検討
を行う。
５．教育課程編成委員会は、カリキュラム改善への意見をカリキュラム作成委員会に提言する。
６．カリキュラム作成委員会は、その意見を組織としてカリキュラムの改善を検討吟味し決定する。
７．カリキュラム作成委員会は、教育課程編成委員会の提言を十分に活かしカリキュラム改善等の教育課程の作成を定期的に行う。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

大和田　寛之　氏
株式会社ナナイロ
データソリューション事業部　事業部長

令和6年4月1日～
令和7年3月31日（1年）



ＡＩリテラシー
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　AIの概要、AIの歴史、AI技術の基礎
について学習する。また、機械学習・
深層学習についても学び、人工知能
の技術的なポイントを理解できるよう
にし、AI検定の合格を目指す。

株式会社　with AI

就職セミナー
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　卒業後の進路選択を考える前段階と
して、日々の学生生活を有意義なもの
とする意識の高揚を目指す。特に、社
会人として必要とされる基本的なもの
の見方や考え方・行動の仕方の理解
を深め、礼儀・マナーの修得、面接練
習等を行う。現役のエンジニアからIT
業界について学ぶ。

株式会社ナナイロ

情報分析演習
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　表計算ソフトの操作を効率的に進
め、各機能を習得する。また、業務
データを分析し、表やグラフを駆使した
的確な報告書の作成およびプレゼン
を実践する。

株式会社インフォテック・サーブ

就職ゼミナールⅠ
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　卒業後の進路選択を行う段階とし
て、進むべき業界及び職種の研究を
行う。また、面接試験演習やグループ
ディスカッションを通して、どのように発
言すれば趣旨を伝えることが出来るの
かなどの伝達方法や表現方法につい
て学習する。

株式会社インフォテック・サーブ

システム開発Ⅰ
２．【校内】企業等からの
講師が一部の授業のみ
を担当

　企業と連携をしながら、システム開発
全体の理解や、アルゴリズム、データ
ベースなど知識を修得する。また、グ
ループ学習を通じて、コミュニケーショ
ン能力を向上させる。

株式会社インフォテック・サーブ

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
　ＩＴ関連産業の中にあって、特定の分野に偏ることなく、最新の業界全体の動向を把握し得る業界団体または企業を選定し連携した授
業を行う。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

職業教育を通じ自立した職業人を育成し社会や職業へ円滑に移行させること。
１．専攻分野に係る職業先の研究を行い、業界や職種の知見を広め学生の職業観を育む。
２．システム開発工程を実体験することで、ＩＴ業界の仕事のイメージを具体化して実践力を身に付ける。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 企業連携の方法 科　目　概　要 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：
期間：

内容

研修名：
期間：

内容

研修名：
期間：

内容

研修名：

期間：

内容

令和7年3月12日（水） 対象： ITビジネス学科教員

①　DeepSeek騒動を振り返る
②　言語生成AIのセキュリティリスク

令和7年3月12日（水） 対象： ITビジネス学科教員

①　NICTERによる観測
②  ランサムウェアについて

DeepSeek騒動が示した未来：低コストな生成AI研究のインパクトとセキュリティ課題 連携企業等： 国立情報学研究所

令和6年12月7日（土） 対象： ITビジネス学科教員

①　生成AI（ChatGPT）とは？
②  プロンプト8+1の公式

実観測に基づく最近のサイバー攻撃の紹介、及び今後のサイバーセキュリティ研究の展望について 連携企業等： 情報通信研究機構（NICT）

令和6年12月6日（金） 対象： ITビジネス学科教員

①　機械学習の説明性
②  地域創生プロジェクト説明

ChatGPT徹底解説WEBセミナー 連携企業等： 株式会社エキスパート

令和6年8月28日（火） 対象： ITビジネス学科教員

①　ランサムについて
②　どのように対策していくのか

CDLE宮城 2024秋季勉強会 + 交流会 連携企業等： CDLE宮城

令和6年8月27日（火） 対象： ITビジネス学科教員

①　サイバー空間をめぐる脅威の情勢
②　サイバー警察組織における取組

ランサムがありあまる2024 連携企業等： SBテクノロジー株式会社

令和6年8月19日（月） 対象： ITビジネス学科教員

①　ニューノーマルな働き方とは？
②  ニューノーマルを成功させる4のポイント

デジタル社会におけるサイバー空間の安全確保 連携企業等： 警察庁

令和6年8月2日（金） 対象： ITビジネス学科教員

①　AI活用でビジネスはどう変わるのか
②  Microsoft 生成AIは何を選択すればいい？

ニューノーマル時代に求められるネットワーク＆セキュリティ対策とは? 連携企業等： ソニービズネットワークス株式会社

令和6年4月26日（金） 対象： ITビジネス学科教員

①　SASE「超」入門
②　SASE以外のポイント

『Microsoft 365とAzureの活用事例から学ぶ、これからのクラウド活用』 連携企業等： 日本マイクロソフト株式会社

令和6年4月10日（水） 対象： ITビジネス学科教員

①　生成AIとは
②  ChatGPTとは

SASE「超」入門とクラウドセキュリティ 連携企業等： マジセミ株式会社

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

「学校法人立志舎　教員研修規定」において、以下のように定める。
１　研修は、教員に必要な専攻分野における実務に関する知識、技術および技能並びに、指導力の修得・向上を目的として行う。
２　研修は教員に対して行い、個々の業務経験や能力、担当する授業科目や授業以外の担当業務等に応じて実施しなければならない。
３　学園は、教員の研修計画を策定・実施し、教員に研修を受講する機会を与えなければならない。
４　学園が必要と認められる場合は、他の企業等の関係機関と連携し研修を行うことができる。
５　教員は、学園が定めた教員研修計画に従い、研修目的を達成するため研修を受講しなければならない。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

ChatGPT超入門ウェビナー 連携企業等： 株式会社キカガク

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容 発達障害について：発達障害者の特性、当事者との関わり方、事例検討等

いわゆるセクハラ、パワハラ防止等、人権問題の正しい知識を学ぶための講演

発達障害について 連携企業等： アビリティーズジャスコ㈱　就労移行支援事業部　仙台センター

令和7年12月予定 対象： 全学科の教員

②指導力の修得・向上のための研修等

職場における人権擁護について 連携企業等： 仙台法務局　人権擁護部

令和7年12月予定 対象： 全学科の教員

ＩＴ関連企業が開催する研修やセミナーに参加し、ＩＴの専門知識・技術について実社会で利用している実践的な知識を
修得する。修得した最新の知識を情報処理教育に活かすことを目的として定期的に研修・研究を行う。

教員研修（専門知識向上研修） 連携企業等： ＩＴ関連企業

令和7年8月予定 対象： ITビジネス学科教員

令和6年12月20日（金） 対象： 全学科の職員

発達障害について当事者の視点で理解し、当事者とのかかわり方を学ぶための講演

（３）研修等の計画

①専攻分野における実務に関する研修等

令和6年12月20日（金） 対象： 全学科の職員

セクハラ・パワハラとは、事例を学びハラスメントの防ぎ方についての講演

発達障害研修 連携企業等： アビリティーズジャスコ㈱　 就労移行支援事業部　仙台センター　安住　美由紀　様

②指導力の修得・向上のための研修等

職場における人権擁護について 連携企業等： 仙台法務局　人権擁護部　人権擁護専門官　大藤　健治　様



（７）学生の受入れ募集

・高等学校等接続する教育機関に対する情報提供に取組んでいるか
・学生募集活動を適切かつ効果的に行っているか
・入学選考基準を明確化し、適切に運用しているか
・入学選考に関する実績を把握し、授業改善等に活用しているか
・経費内容に対応し、学納金を算定しているか
・入学辞退者に対し、授業料等について、適正な取扱を行っているか

（４）学修成果
・就職率の向上が図られているか
・資格・免許取得率の向上が図られているか
・卒業生の社会的評価を把握しているか

（５）学生支援

・就職等進路に関する支援組織体制を整備しているか
・退学率の低減が図られているか
・学生相談に関する体制を整備しているか
・留学生に対する相談体制を整備しているか
・学生の経済的側面に対する支援体制を整備しているか
・学生の健康管理を行う体制を整備しているか
・学生寮の設置など生活環境支援体制を整備しているか
・課外活動に対する支援体制を整備しているか
・保護者との連携体制を構築しているか
・卒業生への支援体制を整備しているか
・産学連携による卒業後の再教育プログラムの開発・実施に取組んでいるか
・社会人のニーズを踏まえた教育環境を整備しているか

（６）教育環境

・教育上の必要性に十分対応した施設・設備・教育用具等を整備しているか
・学外実習、インターンシップ、海外研修等の実施体制を整備しているか
・防災に対する組織体制を整備し、適切に運用しているか
・学内における安全管理体制を整備し、適切に運用しているか

（１）教育理念・目標

・理念・目的・育成人材像は、定められているか
・育成人材像は専門分野に関連する業界等の人材ニーズに適合しているか
・理念等の達成に向け特色ある教育活動に取組んでいるか
・社会のニーズ等を踏まえた将来構想を抱いているか

（２）学校運営

・理念に沿った運営方針を定めているか
・理念等を達成するための事業計画を定めているか
・設置法人は組織運営を適切に行っているか
・学校運営のための組織を整備しているか
・人事・給与に関する制度を整備しているか
・意思決定システムを整備しているか
・情報システム化に取組み、業務の効率化を図っているか

（３）教育活動

・理念等に沿った教育課程の編成方針、実施方針を定めているか
・学科毎の修業年限に応じた教育到達レベルを明確にしているか
・教育目的・目標に沿った教育課程を編成しているか
・教育課程について、外部の意見を反映しているか
・キャリア教育を実施しているか
・授業評価を実施しているか
・成績評価・修了認定基準を明確化し、適切に運用しているか
・作品及び技術等の発表における成果を把握しているか
・目標とする資格・免許は、教育課程上で、明確に位置づけているか
・資格・免許取得の指導体制はあるか
・資格・要件を備えた教員を確保しているか
・教員の資質向上への取組みを行っているか
・教員の組織体制を整備しているか

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、評価を
行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校運営に関し、自己点検・自己評価委員会でまとめた評価および改善計画が適切であるかを検証するため学校関係者評価を原則と
して年1回実施し、その結果を公表する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目



種別

高校関係者

卒業生

企業等委員

企業等委員

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://all-japan.ac.jp/disclosure/

公表時期： 令和7年6月20日

難波　奈緒 株式会社　ステージライン　専務取締役
令和7年4月1日～

令和8年3月31日（1年）

笹森　大地　氏 太陽有限責任監査法人　東北事務所
令和7年4月1日～

令和8年3月31日（1年）

青野　也寸志　氏 宮城県立支援学校岩沼高等学園　教諭
令和7年4月1日～

令和8年3月31日（1年）

柿田　光太郎　氏
リコージャパン株式会社
マーケティング本部　宮城支社　第一営業部
アシスタントマネージャー

令和7年4月1日～
令和8年3月31日（1年）

　学校運営に関し、自己点検・自己評価委員会でまとめた評価および改善計画が適切であるか検証するため、年１回学校関係者評価委
員会を開催し本学の関係者である企業等の役員、職員の方から指摘を受けた点について次の改善をしてきた。
①　学生の理解度、満足度を高めることを意識してほしいとの指摘を受け、授業評価アンケートを引き続き実施し授業の改善を行ってい
る。
②　学校運営に必要な人材の確保と育成に力を入れてほしいとの指摘を受け、これらを目的としたプロジェクト委員会を立ち上げ改善を
行っている。
③　委員会の中で企業役員の方から「立志舎の卒業生が社会で活躍されていることはよく知っている。」との声もあり、今後も社会で活躍
できる学生を輩出できるように努めていく。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（１０）社会貢献・地域貢献
・学校の教育資源を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか
・国際交流に取組んでいるか
・学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活動支援を行っているか

（１１）国際交流 なし
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

（８）財務

・学校及び法人運営の中長期的な財務基盤は安定しているか
・学校及び法人運営にかかる主要な財務数値に関する財務分析を行っている
か
・教育目標との整合性を図り、単年度予算、中期計画を策定しているか
・予算及び計画に基づき、適正に執行管理を行っているか
・私立学校法及び寄附行為に基づき、適切に監査を実施しているか
・私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用しているか

（９）法令等の遵守

・法令や専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行っているか
・学校が保有する個人情報保護に関する対策を実施しているか
・自己評価の実施体制を整備し、評価を行っているか
・自己評価結果を公表しているか
・学校関係者評価の実施体制を整備し評価を行っているか
・学校関係者評価結果を公表しているか
・教育情報に関する情報公開を積極的に行っているか



（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://all-japan.ac.jp/disclosure/

公表時期： 令和7年7月31日

（１０）国際連携の状況 ・留学生の受入れ

（１１）その他 ・学則

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（７）学生納付金・修学支援
・学生納付金
・活用できる経済的支援措置

（８）学校の財務 ・事業報告書、計算書類、監査報告、財産目録

（９）学校評価
・自己評価報告書
・学校関係者評価報告書

（４）キャリア教育・実践的職業教育
・キャリア教育への取組状況
・実習・実技等の取組状況
・就職支援等への取組状況

（５）様々な教育活動・教育環境
・学校行事への取組状況
・課外活動

（６）学生の生活支援 ・学生相談室、就職相談室

（１）学校の概要、目標及び計画

・目的、特色
・校長名、所在地、連絡先
・学校の沿革
・その他の諸活動に関する計画

（２）各学科等の教育

・入学者に関する受入れ方針及び収容定員、在学学生数
・授業計画表（シラバス）
・進級・卒業の要件等
・取得資格、検定試験合格等の実績
・卒業者数、卒業後の進路

（３）教職員
・教職員数
・教員の専門性

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報
を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
企業等の関係者が本学全般について理解を深めるとともに、企業等の関係者との連携および協力の推進に資するため、本学の教育活
動その他の学校運営の状況に関する情報を提供する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目
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1 ○
就職

ゼミナールⅠ

卒業後の進路選択を行う段階として、進むべき
業界及び職種の研究を行う。また、面接試験演
習やグループディスカッションを通して、どの
ように発言すれば趣旨を伝えることが出来るの
かなどの伝達方法や表現方法について学習す
る。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○ ○

2 ○
就職

ゼミナールⅡ

卒業後の進路選択を行う段階として、進むべき
業界及び職種の研究を行う。また、面接試験演
習やグループディスカッションを通して、どの
ように発言すれば趣旨を伝えることが出来るの
かなどの伝達方法や表現方法について学習す
る。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

3 ○ 就職セミナー

卒業後の進路選択を考える前段階として、日々
の学生生活を有意義なものとする意識の高揚を
目指す。特に、社会人として必要とされる基本
的なものの見方や考え方・行動の仕方の理解を
深め、礼儀・マナーの修得、面接練習等を行
う。現役のエンジニアからIT業界について学
ぶ。

1
前

20 1 △ ○ ○ ○ 〇

4 ○ テクノロジⅠ

テクノロジ分野であるハードウェア、情報処理
システム、ソフトウェア、データベースなどの
分野に関して、基本的な知識を修得するための
講義・演習を行う。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

5 ○ テクノロジⅡ

テクノロジ分野であるネットワーク、セキュリ
ティ、データ構造とアルゴリズム、開発技術な
どの分野に関して、基本的な知識を修得するた
めの講義・演習を行う。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

6 ○
ストラテジ／
マネジメント

ストラテジ・マネジメント分野である企業と法
務、経営戦略、情報システム戦略、プロジェク
トマネジメント、サービスマネジメント，シス
テム監査と内部統制などの分野に関して、基本
的な知識を修得するための講義・演習を行う。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○

7 〇 科目A試験対策

基本情報履修講座の修了認定試験受験にあたり
必要となるテクノロジ、マネジメント、ストラ
テジの分野の問題演習を行い、知識の定着を図
る。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○

授業科目等の概要

（工業専門課程　ＩＴビジネス学科）

分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



8 ○
システム開発

Ⅰ

企業と連携しながら、システム開発全体の理解
やアルゴリズム、データベースなどの知識を習
得する。また、グループ学習を通じて、コミュ
ニケーション能力を向上させる。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○ 〇

9 ○
インターン

シップ

企業が主催するインターンシップに参加し、既
存スマホアプリの改修プロセスを体験しなが
ら、ビジネスモデルや収益を意識した提案がで
きるようになるためのスキルを習得する。

1
前

40 2 △ ○ ○ ○

10 ○ 情報分析演習

表計算ソフトの操作を効率的に進め、各機能を
習得する。また、業務データを分析し、表やグ
ラフを駆使した的確な報告書の作成およびプレ
ゼンを実践する。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○ 〇

11 ○ 卒業研究
本学園での学習の集大成として、就職先の業界
研究など学生がテーマを考え論文を作成する。

2
後

160 8 ○ ○ ○

12 ○ Java
Javaプログラミングの基本的な講義・演習を行
う。特に配列、制御構造を用いた基礎的なプロ
グラミングはできるようにする。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

13 ○ Java演習

Javaを用いてオブジェクト指向プログラミング
の考え方を身に付け、様々なプログラムを作れ
るようにする。演習をこなしながらプログラミ
ング能力を高め、開発能力を身につける。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

14 ○ アルゴリズム
コンピュータでデータを処理するためのデータ
構造と、それらに関連する各種アルゴリズムに
ついて基本的な知識の修得を図る。

1
前

80 4 △ ○ ○ ○

15 ○
情報処理技術
者試験対策Ⅰ

プログラム、アルゴリズム分野において、演習
を通じて実践力を修得する。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

16 ○ Python

Pythonによる基本的なプログラミングができる
ようにする。また、Javaとの違いを確認しなが
らPython特有の表現を中心に講義、演習を行
う。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

17 ○
Ｗｅｂ
デザイン

基礎的なＷｅｂサイトを制作できるように、Ｈ
ＴＭＬとＣＳＳ、Ｗｅｂデザインに関する基本
的な知識と技術に関する講義・演習を行う。

1
後

40 2 △ ○ ○ ○

18 ○ Python演習
Pythonを用いてCUIやGUIアプリ作成基礎を身に
つける。また、CUIやGUIアプリ作成を通じて、
Pythonのプログラミング能力を高める。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

19 ○
情報処理技術
者試験対策Ⅱ

テクノロジ系の分野において復習を行うととも
に、総合的な演習を行い知識の修得を図る。

1
後

80 4 △ ○ ○ ○

20 ○
プレゼンテー
ション演習

プレゼンテーションソフトを用いた業務や作業
を効率的に行えるようになるため、Microsoft社
のビジネスソフトPowerPointの基本的な機能と
操作方法に関する講義・演習を行う。

2
前

40 2 △ ○ ○ ○

21 ○ AIリテラシー

AIの概要、AIの歴史、AI技術の基礎について学
習する。また、機械学習・深層学習についても
学び、人工知能の技術的なポイントを理解でき
るようにし、AI検定の合格を目指す。

2
前

40 2 △ ○ ○ ○ ○



22 ○ 機械学習Ⅰ

機械学習の概要を理解し、機械学習で必要とな
るデータ分析の方法を理解する。また、教師あ
り学習の基本的な考え方を身に付け、NumPy・
Matplotlib・sklearnといったライブラリを使い
こなせるようにする。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

23 ○
ディープラー

ニングⅠ

ディープラーニングの基本的な仕組みを理解
し、CNN/RNNについても理解を深める。また、
Kerasを用いて自分でディープラーニングを用い
たモデル構築を行えるようにする。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

24 ○
データサイエ

ンス

Pythonを用いてデータ分析の基本的な手法を身
に付け、データ分析に必要となるデータの収集
方法についても理解する。また、「Python3エン
ジニア認定データ分析試験」の合格を目指す。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

25 〇 G検定対策Ⅰ
G検定の合格を目指すために、AI、機械学習の基
礎知識を固める。AIの動向、AIの歴史について
も学び、AIの概観についても知識を深める。

2
前

80 4 △ ○ ○ ○

26 ○ 機械学習Ⅱ
教師なし学習を含めた機械学習の応用問題に取
り組める力を身に付ける。

2
後

40 2 △ ○ ○ ○

27 ○
ディープラー

ニングⅡ

応用問題に取り組める力を身に付ける。MNIST形
式のデータを用いて、学習データの生成から学
習モデルの選定まで行い、予測の精度を高める
ための工夫を行う。

2
後

40 2 △ ○ ○ ○ 〇

28 ○ エッジAI

IoTやAIを理解するとともに、自らが考えた
IoT・AIシステムを構築する。実際にハードウェ
アの組立と動作確認、プログラムの実装と動作
確認など実践形式で学ぶ。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○

29 ○ ビジネスAI

MicrosoftAzureを用いてAutoML/デザイナーを利
用したノンプログラミングの手法を身に付け
る。EXCELのツールを利用した回帰分析手法を学
ぶ。また、PowerAppsを利用してAIアプリを作成
する。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○

30 〇 G検定対策Ⅱ

ディープラーニングの概要、手法について理解
する。また、AIを活用した事例についても学
び、AIを様々な分野に応用できる知識を身に付
け、G検定の合格を目指す。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○

31 ○ 卒業演習

Kaggleによるデータ分析を行う。各グループで
実務的なデータを選び、そのデータについて多
角的な視点からデータ分析を行う。グループ毎
の成果を成果発表会で報告する。

2
後

80 4 △ ○ ○ ○ 〇

31

期

週履修方法： コース選択により履修科目が決定する。 １学期の授業期間 20

（留意事項）

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

卒業要件：
成績評価において合格した科目の授業時間数の合計が1,720時間以上になるこ
と。なお、教育課程に定められた必修科目についてはすべて取得するこ とを
要する。

１学年の学期区分 2

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

合計 科目 107 単位 （ 2,140 単位時間 ）

卒業要件及び履修方法 授業期間等


